
長野県の景観行政の今後のあり方について 長野県 都市・まちづくり課

これまでの長野県の景観育成の取組

平成4年 長野県景観条例制定 （地方自治法に基づく自主条例）

県主導による景観行政・景観形成の推進
◆地域の特性を活かした景観行政の推進
（景観形成重点地域、屋外広告物特別規制地域の指定）
◆大規模行為の事前届出・指導による景観形成の誘導（全県）
◆住民参加による景観形成の推進
（景観サポーター活動、景観形成住民協定の認定）

長野県景観形成計画

平成16年 景観法成立 法の理念「景観行政の主体は市町村」

平成18年 改正景観条例施行 （景観法に基づく委任条例）

市町村主体による景観行政・景観育成、県は支援

〇景観育成の基本的な方針

(1)地域が主体となった景観の育成

(2)公共事業による景観育成の推進（公共事業景観育成指針策定）

(3)専門家の活用

長野県景観育成計画（法8条 景観計画）
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世界に誇る信州・ふるさとの景観づくり
〇３つの基本方針の好循環を県民運動として展開

Ⅰ 農村景観の基盤であるの農林業の持続

Ⅱ 「信州らしさ」を実感できるふるさと風景づくり

Ⅲ ふるさと風景の魅力を世界にアピール

長野県農村景観育成方針（平成25年策定）

〇地域が主体となった景観の育成 (R3年度末時点）

◆景観行政団体への移行支援 景観行政団体移行数
・移行マニュアル作成、事前相談等 H18 3市町 ➡ 26市町村

◆景観育成住民協定の認定(継続)   協定数
・住民が景観育成のための協定を H18 149件 ➡ 172件
知事が認定

◆地域景観協議会の設置
・10地域の建設事務所ごとに設置
・地域の実情に即した景観育成事業展開

◆地域景観リーダーの育成(～H25 ） 地域景観リーダー登録数 110名
・地域の景観育成活動の中心的な ※登録制度はH30度で廃止
役割を担う人材を育成(研修会の開催)

成 果県の主な取組

（県全体の33％、県土面積の約50％）

〇専門家の活用
◆景観デザイナーの派遣 派遣実績 12回
・住民、市町村等の要望に応じ派遣
となった景観育成活動

成 果県の主な取組
◆ふるさと信州風景１００選 冊子の発刊 5,000冊（2,000冊増刷）

・心に残る『ふるさと信州』をテーマに 巡回パネル展の開催
写真を募集し103箇所の風景を選定 WEBサイトの開設

◆信州ふるさとの見える(丘)
・100選の風景を眺望できるビュー
ポイントの認定、ビューポイント整備

認定箇所 ６３箇所

整備箇所 ４７箇所 ※H29で終了



〇 太陽光発電施設等の設置や、コロナ禍での地方回帰によるマンション等の開発行為の

増加など、新たな景観阻害要因に対する対応

〇 景観行政団体への移行により、広域的な景観が行政界で分断されてしまうことへの懸念

〇 景観行政団体へ移行しない小規模町村等における景観保全・育成の調整の必要性

〇 「守るべき景観」である、地域の景観に対する価値観の共有が進んでいない

〇 人口減少や都市の集約化等に伴う、山間地等の景観保全の担い手の不足

取組の現状と課題

近年の県の対応

〇 届出制度の実行性の向上 ➡ 届出制度の改善（R１）
・太陽光発電施設を届出対象に追加

・景観に影響が大きい行為に対し、眺望点からの完成予

想図や住民への説明報告書等の添付書類を追加

〇 地域で守るべき景観価値の共有 ➡ 眺望点の指定（R2～）
・地域にとって重要な景観を眺望できる場所を「眺望点」

として県で指定

眺望カードの作成（R3～）
・小・中学生が景観について気軽に知り、興味を持ってもら

うツールとして作成。出前講座や道の駅等で配布



新たな視点からの景観施策が必要ではないか

【取組の視点例】

〇 各圏域の文化、産業などの資産や課題に対応した広域景観マネジメント

（エリアブランディング）

〇 行政界を超えた広域調整（景観育成重点地域、都道府県間 等）

〇 圏域（景域）ごとの将来像や施策の柱をまとめた「景観ビジョン」（景域

マスタープラン）の作成

〇 小規模町村等への支援（人材育成、専門家派遣、困難事案に対する県の関与等）

〇 太陽光発電施設等の設置に対する景観誘導

（再生可能エネルギーの導入促進や災害への対応に応じた抑制と推進）



【参考】「今後の景観まちづくりのあり方」報告書（令和4年3月国土交通省）より（抜粋）




